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各保険者の比較

市町村国保 国保組合 協会けんぽ 健保組合 共済組合
後期高齢者
医療制度

被保険者 自営業者・無職等 自営業者等
主として中小企業の

サラリーマン
主として大企業の

サラリーマン
公務員・教職員等 75歳以上の高齢者

保険者数
（平成21年3月末）

１,７８８ １６５ １ １,４９７ ７７ ４７

加入者数
（平成21年3月末）

３,５９７万人
（2,033万世帯）

３５２万人
３,４７２万人

被保険者1,951万人
被扶養者1,522万人

３,０３４万人
被保険者1,591万人
被扶養者1,443万人

９０２万人
被保険者439万人
被扶養者462万人

１,３４６万人

加入者平均年齢
(平成20年度)

４９．２歳 ３８．８歳 ３６．０歳 ３３．８歳 ３３．４歳 ８１．８歳

加入者一人当たり
平均所得

(平成20年度)

７９万円
(旧但し書き所得(※1))

一世帯あたり

138.9万円

２９８万円
(市町村民税
課税標準額)

２１８万円（収入）
被保険者一人あたり

３８５万円

２９３万円（収入）
被保険者一人当たり

５５４万円

３２１万円（収入）
被保険者一人当たり

６８１万円

（平成19年度）

７５．８万円
(旧但し書き所得(※1))

加入者一人当たり
医療費(平成20年度)

（※2）

２８．２万円 １６．７万円 １４．８万円 １３．０万円 １３．３万円 ８６．５万円

加入者一人当たり
保険料(平成20年度)

(※3)

<事業主負担込>

８．３万円

一世帯あたり
１４．４万円

１２．４万円

８．８万円 <17.6万円>
被保険者一人あたり
15.6万円 <31.3万円>

９．１万円 <20.3万円>
被保険者一人あたり
17.3万円 <38.5万円>

１０．９万円<21.9万円>
被保険者一人あたり
22.4万円 <44.8万円>

６．４万円
平均保険料率８．２％

（8.15～8.26％）
（平成２１年度）

平均保険料率７．３８％
（3.12～10.0％）

（平成２０年度決算見込）

平均保険料率
７．６７６％

公費負担
（定率分のみ）

給付費等の５０％ 給付費等の３９％ 給付費等の１６．４％

(※4)

財政窮迫組合
に対する
定額補助

なし 給付費の約５０％

公費負担額(※5)
(平成22年度予算ﾍﾞｰｽ) ３兆７,０１１億円 ２,９０２億円 １兆４４７億円 ２４億円 なし ５兆５,４２７億円

(※1) 旧但し書き所得とは、後期高齢者医療制度や多くの市町村国保の保険料の算定基礎とされているもので、収入総額から必要経費や給与所得控除、公的年金等控除及び基礎控除等を差し引いた額のこと。
(※2) 加入者一人当たり医療費について、協会けんぽ及び組合健保は速報値であり、共済組合は審査支払機関における審査分の医療費（療養費等を含まない）。
(※3) 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。
(※4) 平成22年度予算における22年7月までの協会けんぽの国庫補助率は、後期高齢者支援金に係る分を除き、１３．０％。
(※5) 介護納付金、特定健診・特定保健指導等に対する負担金・補助金は含まれていない。 3



市町村国保の被保険者（75歳未満）の年齢構成の推移

（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」
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（資料）厚生労働省保険局「国民健康保険実態調査」
（注）擬制世帯を除く。
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市町村国保の所得階級別保険料（税）調定額等

（出所）国民健康保険実態調査報告（保険局調査課）
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平均所得（平成１９年） 保険料（税）調定額 保険料調定額の所得に
対する割合（②／①）1世帯当たり① 1人当たり 1世帯当たり② 1人当たり

全世帯 1,680千円 956千円 150,271円 85,448円 8.9％

2割軽減世帯 792千円 421千円 104,557円 55,553円 13.2％

5割軽減世帯 523千円 214千円 68,028円 27,853円 13.0％

7割軽減世帯 67千円 48千円 23,321円 16,734円 34.9％



市町村国保の保険料（税）の滞納世帯数等の推移
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（出所）保険局国民健康保険課調べ
（注）平成6年の滞納世帯数については、調査していない。
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市町村国保の保険料（税）の収納率（現年度分）の推移

（出所） 国民健康保険事業年報（保険局調査課）、国民健康保険事業実施状況報告書（保険局国民健康保険課）

（注１） 収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第2位未満四捨五入）
（注２） 平成12年度以降の調定額等は、介護納付金を含んでいる。

収納率ベスト５ 収納率ワースト５

１ 島根県 94.19％ 47 東京都 84.26％

2 富山県 93.76％ 46 栃木県 85.14％

3 愛媛県 92.45％ 45 大阪府 85.49％

4 新潟県 92.22％ 44 千葉県 86.31％

5 長野県 92.08％ 43 埼玉県 86.34％
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最 大 最 小 格 差

１．東京都 千代田区 114,859円 三宅村 42,359円 2.7倍

２．鹿児島県 いちき串木野市 87,485円 伊仙町 35,554円 2.5倍

３．奈良県 平群町 112,182円 下北山村 45,625円 2.5倍

４．長野県 山形村 102,911円 大鹿村 41,984円 2.5倍

５．秋田県 大潟村 123,131円 小坂町 51,322円 2.4倍

・ ・ ・

４３．鳥取県 三朝町 82,761円 日南町 58,978円 1.4倍

４４．石川県 野々市町 103,058円 輪島市 73,715円 1.4倍

４５．大阪府 大阪狭山市 97,625円 田尻町 74,083円 1.3倍

４６．神奈川県 箱根町 106,425円 逗子市 78,856円 1.3倍

４７．富山県 小矢部市 97,173円 立山町 74,328円 1.3倍

10

1人当たり保険料（税）調定額の格差（平成20年度）

（資料）厚生労働省保険局「平成20年度国民健康保険事業年報」

１人当たり保険料（税）調定額の全国平均 82,765円
【最高】 栃木県 93,782円 【最低】 沖縄県 54,670円 （格差） 1.7倍
【最高】 猿払村 135,188円 【最低】 伊平屋村 28,132円 （格差） 4.8倍



市町村による法定外一般会計繰入れの状況（平成20年度）

保険者 繰入額
(百万円）

医療給付費
等に対する
割合（％）

１ 大阪市 17,211 7.10

２ 横浜市 13,132 5.66

３ 札幌市 11,438 8.41

４ 川崎市 10,898 11.79

５ 足立区 10,648 17.16

６ 名古屋市 10,383 6.57

７ 江戸川区 8,437 15.42

８ 広島市 7,900 9.11

９ 福岡市 6,634 6.47

10 葛飾区 5,769 14.86

保険者 繰入額
(百万円）

医療給付費
等に対する
割合（％）

１ 御蔵島村（東京） 9 40.40

２ 本部町（沖縄） 450 29.77

３ 青ヶ島村（東京） 8 21.67

４ 平谷村（長野） 8 19.64

５ 三好町（愛知） 522 18.84

６ 川北町（石川） 60 18.31

７ 瑞穂町（東京） 497 17.95

８ 赤平市（北海道） 303 17.80

９ 文京区（東京） 2,282 17.57

10 府中市（東京） 2,814 17.86

法定外一般会計繰入れのある保険者 1,223 （1,788保険者中）

（資料）平成20年度国民健康保険事業年報
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前年度繰上充用の状況（平成20年度）

繰上充用の金額が
大きい保険者

繰上
充用額
(億円）

保険給付
費等に対
する割合

（％）

１ 大阪市（大阪） 385.7 17.8

２ 京都市（京都） 104.4 12.1

３ 福岡市（福岡） 82.9 9.2

４ 熊本市（熊本） 78.8 17.7

５ 札幌市（北海道） 61.5 5.3

６ 門真市（大阪） 58.5 53.8

７ 堺市（大阪） 57.0 9.2

８ 和歌山市（和歌山） 53.8 20.5

９ 東大阪市（大阪） 43.5 11.5

10 寝屋川市（大阪） 37.8 21.5

繰上充用の保険給
付費等に占める割
合が大きい保険者

繰上
充用額
(億円）

保険給付
費等に対
する割合

（％）

１ 瀬戸内町（鹿児島） 6.6 64.3

２ 赤平市（北海道） 7.8 58.4

３ 門真市（大阪） 58.5 53.8

４ 本部町（沖縄） 7.5 51.6

５ 川崎町（福岡） 6.4 45.6

６ 阪南市（大阪） 15.4 37.7

７ 大島町（東京） 3.5 36.0

８ 斑鳩町（奈良） 6.5 35.8

９ 守口市（大阪） 37.1 33.8

10 積丹町（北海道） 1.1 33.5

前年度繰上充用を行っている保険者 191 （1,788保険者中）

（資料）１．厚生労働省保険局「平成20年度国民健康保険事業年報」による。
２．保険給付費等は、保険給付費、後期高齢者支援金、老健拠出金及び介護納付金の合計から前期高齢者交付金を差し引いたもの。
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市町村国保の収支状況
科 目 平成19年度（実績） 平成20年度（実績） 増減額

単
年
度
収
入
（
経
常
収
入
）

保 険 料 (税) 37,726 30,621 ▲7,105 
国 庫 支 出 金 33,240 30,943 ▲2,296 
療養給付費交付金 26,584 8,810 ▲17,774 
前期高齢者交付金 - 24,365 24,365 
都道府県支出金 8,745 7,985 ▲760 
一般会計繰入金 (法定分) 4,422 3,995 ▲428 
一般会計繰入金 (法定外) 3,804 3,671 ▲132 
共同事業交付金 12,890 13,858 968 
直診勘定繰入金 6 2 ▲4 
そ の 他 380 339 ▲41 

合 計 127,797 127,166 ▲3,209 

単
年
度
支
出
（
経
常
支
出
）

総 務 費 2,269 2,002 ▲267 
保 険 給 付 費 83,253 83,382 128 
後期高齢者支援金 - 14,256 14,256 
前期高齢者納付金 - 19 19 
老人保健拠出金 22,404 3,331 ▲19,074 
介 護 納 付 金 6,795 6,114 ▲681 
保 健 事 業 費 406 840 434
共同事業拠出金 12,874 13,843 969 
直診勘定繰出金 35 42 7 
そ の 他 1,050 667 ▲383 

合 計 129,087 124,496 ▲4,591 
単年度収支差（経常収支差） (A) ▲1,290 93 1,383 

赤字補填のための一般会計繰入金 (B) 2,556 2,585 29 
実質的な単年度収支差 （A）-（B） ▲3,620 ▲2,383 1,237 

（出所）国民健康保険事業年報（保険局調査課）、国民健康保険事業実施状況報告書（保険局国民健康保険課）
（注１）前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び老人保健拠出金は、当年度概算額と前々年度精算額を加えたもの。
（注２）「赤字補填のための一般会計繰入金」とは、収入の「一般会計繰入金（法定外）」のうち赤字補填を目的とした額。
（注３）翌年度に精算される国庫負担等の額を調整。

（億円）
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高額医療費共同事業

○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

保険者支援分

財政安定化支援事業

国保財政の現状

５０％ ５０％

調整交付金（国）

（９％）※

（３４％）※

２４，８１１億円

７，０９２億円

（約３１，６１５億円）

調整交付金

定率国庫負担

法定外一般会計繰入等
約３，６６８億円

（２０年度決算速報値）

公費負担額

国 計 ： ３２，９３２億円

都道府県計： ８，４９１億円

市町村計： １，０４０億円

市町村への地方財政措置：１，０００億円

○ 高額な医療費（１件８０万円超）の発生
による国保財政の急激な影響の緩和を
図るため、各市町村国保からの拠出金
を財源として、都道府県単位で費用負
担を調整し国及び都道府県は市町村の
拠出金に対して1/4 ずつ負担。

○ 事業規模：２，５８５億円
（国１３０億円、都道府県６５０億円）

高額医療費共同事業

医療給付費等総額：約１０３，０５７億円

保険料

保険料軽減分

【保険料軽減分】低所得者の保険料
軽減分を公費で補填。

事業規模：３，３９３億円
（市町村 1/4、都道府県 3/4）

【保険者支援分】 低所得者数に応じ、保
険料額の一定割合を公費で補填。
事業規模：７６６億円

（市町村 1/4、都道府県 1/4、国 1/2）
190億円 190億円 380億円

保険基盤安定制度

都道府県調整交付金

（７％）※５，１０８億円

保険財政
共同安定化事業

○市町村国保間の保険料の平準化、財
政の安定化を図るため、平成18年10月
から１件３０万円超の医療費について、
各市町村国保からの拠出金を財源とし
て、都道府県単位で費用負担を調整。

保険財政共同安定化事業

※ それぞれ給付費等の９％、３４％、７％の割合を基本とするが、地方単独措置に係る波及増分のカットや、保険基盤安定制度繰入金の一部に相当する額を調整交付金としている
こと等から、実際の割合はこれと異なる。

国保財政のイメージ
（２２年度 予算ベース）

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の６５歳か
ら７４歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。

前期高齢者
交付金

２７，９７９億円

14



市町村国保の広域化や市町村合併の際の保険料平準化等を無利子貸付等により支援するた

め、平成１６年度までに総額３００億円の基金を創設。

市町村国保の広域化に向けた施策の軌跡

昭和６３年 高額医療費共同事業の強化・拡充（国・都道府県が補助）

平成７年 高額医療費共同事業の拡充・制度化

平成１４年 広域化等支援基金の創設

平成１８年 保険財政共同安定化事業の創設

都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、一件３０万円

以上の医療費について、市町村国保の拠出による保険財政共同安定化事業を創設。

（国保医療費の４割が対象）

高医療費の発生による国保運営の不安定化を緩和するために、各都道府県の国保連合会が行う

再保険事業である高額医療費共同事業に対して、国・都道府県が補助を行うこととした。

平成２２年 広域化等支援方針の策定、保険財政共同安定化事業の拡充

昭和５８年 高額医療費共同事業の全国実施を要請（保険局長通知） ※昭和６３年に全国実施

民主党マニフェストで盛り込まれた地域保険としての一元的運用の方向性及び地方分権改革推
進要綱の趣旨を踏まえ、市町村国保の都道府県単位化を進めるための環境整備として、新た
に都道府県の判断により、広域化等支援方針を策定することができることとするとともに、保険
財政共同安定化事業の拡大（対象医療費の引下げ等）ができることとした。 15



平成２２年改正における市町村国保の運営の広域化（背景）

・ 都道府県は、国保事業の運営が健全に行われるよう市町村を指導。

・ 広域化等支援基金や都道府県調整交付金の配分を通じて、保険運営の広域化に一定の役割。

・ 市町村国保では、保険財政の広域化の観点から都道府県単位の再保険事業（保険財政共同
安定化事業）を創設。

・ 政管健保（現・協会けんぽ）では、都道府県ごとに地域の医療費を反映した保険料率を設定。

・ 被用者保険と国民健康保険を段階的に統合し、将来、地域保険として一元的運用を図る。

現 状

平成１８年医療制度改革

民主党マニフェスト２００９（抄）

16

・ 地方分権改革推進要綱（第１次）（抄）（平成２０年６月２０日地方分権改革推進本部決定）
「国民健康保険の運営に関し、保険財政の安定化や保険料の平準化の観点から、都道府県の
権限と責任の強化とともに、都道府県単位による広域化の推進等について検討し、平成２１年
度中に結論を得る。」

地方分権改革



① 平成２２年の国民健康保険法の改正により、市町村国保の都道府県単位化を進め

るための環境整備として、新たに都道府県の判断により「広域化等支援方針」(※)

の策定ができることに。

② 都道府県は市町村の意見を聴いて策定することとなるが、可能なものから早期に
策定するよう要請。

③ 現在新たな高齢者医療制度について検討されており、広域化等支援方針の内容に
ついても、この影響を受けることが予想されるため、将来目指すべき方向性を掲げつつ、
当面、平成２４年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請。

都道府県が、国保事業の運営の広域化又は国保財政の安定化を推進するため、
市町村の意見を聴きつつ、国保の都道府県単位化に向けて策定する方針。

内容はおおむね以下に掲げる事項。

（１） 事業運営の広域化

・収納対策の共同実施

・医療費適正化策の共同実施

・広域的な保健事業の実施

・保険者事務の共通化 など

（２） 財政運営の広域化

・保険財政共同安定化事業

の拡充

・都道府県調整交付金の活用

・広域化等支援基金の活用など

（３） 都道府県内の標準設定

・保険者規模別の収納率目標

・赤字解消の目標年次

・標準的な保険料算定方式

・標準的な応益割合 など

（※） 広域化等支援方針のイメージ

広域化等支援方針の策定について

17



拠出金

交付金

交付金

事業規模 約２，６００億円（平成２２年度予算ベース）
（国１／４、都道府県１／４、市町村国保の拠出金１／２） A市

Ｃ村

実際に発生した
医療費に応じて交付

高額医療費共同事業・保険財政共同安定化事業の概要

○高額医療費共同事業
高額な医療費の発生による国保財政の急激な影響の緩和を図るため、市町村国保からの拠出金を財源とし

て、市町村が負担を共有。その際、市町村国保の拠出金に対し、都道府県及び国が財政支援。

○保険財政共同安定化事業
都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、一件３０万円を超える医療費に

ついて、市町村国保の拠出により負担を共有する共同事業を実施。

高額医療費共同事業

拠出金

B町

1人１か月８０万円超の医
療費に関する共同事業

１人１か月３０万円超の医
療費（うち８～８０万円）

に関する共同事業

交付金

拠出金

都道府県単位の共同事業
（事業主体：各都道府県の国民健康保険団体連合会）

保険財政共同安定化事業

事業規模 約１兆１，０００億円（平成２０年度）
（全額 ： 市町村国保の拠出金）

次の（１）：（２）＝５０：５０で拠出
（１）該当する高額医療費の実績（３年平均）に応じて拠出

→ 医療費の急激な変動を緩和
（２）被保険者数に応じて拠出

→ 保険料を平準化

該当する高額医療費の実績（３年平均）に応じて拠出
→ 医療費の急激な変動を緩和

保険財政共同安定化事業について、都道府県が広域化等支援方針に定めることにより、

①３０万円以下の額から行うこと、②被保険者数に応じて拠出する割合を５０％以上にすること、
③高額医療費の実績や被保険者数に応じた拠出だけでなく、所得に応じた拠出を行うことが可能に。 18



「広域化等支援方針」を策定する都道府県においては

１．普通調整交付金の減額措置の適用除外

各年度の９月末（平成２２年度に限り１２月末）時点において、都道府県が策定する
「広域化等支援方針」に次の事項が定められている場合は、当該都道府県内の市町村
については、普通調整交付金の減額措置を適用しない。

① 保険者規模別の目標収納率
※広域化等支援方針の計画期間内で年次ごとに目標収納率を設定することも可

② ①の達成状況に応じて技術的助言又は勧告を行ったり、都道府県調整交付金に
より目標達成を支援したりすること

２．広域化等支援基金の活用

「広域化等支援方針」を策定しようとする、又は策定した都道府県は、次の経費に充
てるため、広域化等支援基金の運用収益を使用し、また、その元本の一部（都道府県
が基金の他の事業に支障がないと認める範囲内）を取り崩すことができる。

① 「広域化等支援方針」の策定のための調査・研究に要する経費
② 「広域化等支援方針」に定める共同事業の調整、広報啓発事業等に必要な経費

19



「広域化等支援方針」の策定状況（アンケート調査の結果）

１．広域化等支援方針策定の予定
① 平成２２年１２月末までに策定を予定している都道府県 ３０都道府県

北海道・青森県・宮城県
茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・神奈川県
富山県・山梨県・長野県・岐阜県・静岡県・愛知県・三重県
滋賀県・京都府・大阪府・奈良県・和歌山県
鳥取県・岡山県・広島県・山口県
愛媛県・高知県
福岡県・熊本県・大分県

② 策定を検討中であるが、時期が未定の都道府県 １７都道府県

２．本年末までに策定を予定している３０都道府県が盛り込む予定の項目

①医療費適正化の共同実施 ２都道府県
②収納対策の共同実施 ２都道府県
③保健事業の共同実施 １都道府県
④都道府県調整交付金の活用 １都道府県
⑤広域化等支援基金の活用 ３都道府県
⑥収納率目標の活用 ２４都道府県

20
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保険料・保険税別 保険税（料）賦課方式別 所得割算定基礎別

保険料 保険税 ４方式 ３方式 ２方式
旧ただし
書方式

本文
方式

市町村民税
の所得割額

市町村
民税額

01 北海道 20 145 134 31 0 165 0 0 0
02 青森 1 38 34 5 0 39 0 0 0
03 岩手 0 30 26 4 0 30 0 0 0
04 宮城 1 33 30 4 0 33 0 0 1
05 秋田 0 23 12 10 1 23 0 0 0
06 山形 1 30 30 1 0 31 0 0 0
07 福島 0 55 54 1 0 55 0 0 0
08 茨城 1 42 33 10 0 43 0 0 0
09 栃木 0 29 27 2 0 29 0 0 0
10 群馬 0 34 29 5 0 34 0 0 0
11 埼玉 0 69 61 0 8 69 0 0 0
12 千葉 11 43 28 25 1 54 0 0 0
13 東京 25 37 28 2 32 38 0 1 23
14 神奈川 15 18 22 10 1 28 0 1 4
15 新潟 4 25 8 20 1 29 0 0 0
16 富山 1 13 3 11 0 14 0 0 0
17 石川 1 16 16 1 0 16 0 1 0
18 福井 0 16 16 0 0 16 0 0 0
19 山梨 1 26 24 3 0 27 0 0 0
20 長野 2 74 74 2 0 76 0 0 0
21 岐阜 15 27 36 4 2 41 0 0 1
22 静岡 1 31 30 2 0 32 0 0 0
23 愛知 6 53 52 5 2 55 1 2 1
24 三重 10 17 21 6 0 27 0 0 0
25 滋賀 4 21 18 7 0 25 0 0 0
26 京都 9 16 13 12 0 25 0 0 0
27 大阪 37 5 8 32 2 42 0 0 0
28 兵庫 7 32 23 16 0 38 0 0 1
29 奈良 3 36 34 5 0 39 0 0 0
30 和歌山 3 21 23 1 0 24 0 0 0
31 鳥取 2 15 17 0 0 17 0 0 0
32 島根 10 10 14 6 0 20 0 0 0
33 岡山 3 23 8 18 0 26 0 0 0
34 広島 4 19 19 4 0 22 0 1 0
35 山口 9 10 7 12 0 19 0 0 0
36 徳島 2 22 24 0 0 24 0 0 0
37 香川 0 16 16 0 0 16 0 0 0
38 愛媛 3 16 17 2 0 19 0 0 0
39 高知 1 32 31 2 0 33 0 0 0
40 福岡 2 61 35 27 1 63 0 0 0
41 佐賀 0 19 2 17 0 19 0 0 0
42 長崎 2 19 14 7 0 21 0 0 0
43 熊本 0 45 22 23 0 45 0 0 0
44 大分 0 14 5 9 0 14 0 0 0
45 宮崎 0 26 23 3 0 26 0 0 0
46 鹿児島 0 41 30 11 0 41 0 0 0
47 沖縄 1 40 32 9 0 41 0 0 0
総計 218 1483 1263 387 51 1663 1 6 31

保険料・保険税別 保険税（料）賦課方式別 所得割算定基礎別

保険料 保険税 ４方式 ３方式 ２方式
旧ただし
書方式

本文
方式

市町村民税
の所得割額

市町村
民税額

01 北海道 79 55 40 94 0 134 0 0 0
02 青森 6 42 23 25 0 48 0 0 0
03 岩手 0 21 18 3 0 21 0 0 0
04 宮城 25 32 30 27 0 32 0 0 25
05 秋田 0 28 6 21 1 28 0 0 0
06 山形 1 27 22 6 0 28 0 0 0
07 福島 0 46 37 9 0 46 0 0 0
08 茨城 5 81 56 30 0 86 0 0 0
09 栃木 0 58 44 15 0 58 0 0 0
10 群馬 0 43 33 10 0 43 0 0 0
11 埼玉 0 206 140 0 66 206 0 0 0
12 千葉 96 82 38 124 16 178 0 0 0
13 東京 278 106 52 14 319 114 0 4 267
14 神奈川 184 61 63 88 93 97 0 1 146
15 新潟 28 30 7 51 0 58 0 0 0
16 富山 9 11 1 19 0 20 0 0 0
17 石川 11 15 15 11 0 15 0 11 0
18 福井 0 19 19 0 0 19 0 0 0
19 山梨 0 21 16 5 0 21 0 0 0
20 長野 10 38 38 10 0 48 0 0 0
21 岐阜 37 23 55 5 1 47 0 0 13
22 静岡 6 44 46 5 0 51 0 0 0
23 愛知 75 112 96 27 64 106 1 19 61
24 三重 22 25 20 26 0 47 0 0 0
25 滋賀 15 16 11 20 0 31 0 0 0
26 京都 55 11 9 58 0 66 0 0 0
27 大阪 231 10 14 219 8 241 0 0 0
28 兵庫 86 48 31 103 0 93 0 0 41
29 奈良 13 26 20 19 0 39 0 0 0
30 和歌山 11 17 18 11 0 28 0 0 0
31 鳥取 6 5 11 0 0 11 0 0 0
32 島根 12 5 6 10 0 16 0 0 0
33 岡山 16 15 4 28 0 31 0 0 0
34 広島 39 32 21 50 0 42 0 29 0
35 山口 28 7 5 29 0 34 0 0 0
36 徳島 8 12 20 0 0 20 0 0 0
37 香川 0 15 15 0 0 15 0 0 0
38 愛媛 19 20 25 14 0 39 0 0 0
39 高知 9 14 14 10 0 23 0 0 0
40 福岡 63 61 29 95 0 124 0 0 0
41 佐賀 0 23 1 23 0 23 0 0 0
42 長崎 4 39 13 30 0 43 0 0 0
43 熊本 0 37 12 24 0 37 0 0 0
44 大分 0 27 5 22 0 27 0 0 0
45 宮崎 0 30 17 12 0 30 0 0 0
46 鹿児島 0 46 25 21 0 46 0 0 0
47 沖縄 5 47 19 33 0 52 0 0 0
総計 1492 1790 1259 1454 569 2664 1 63 554

（１） 保険者数 （２） 被保険者数

（注） 1　平成20年度末現在の保険者における保険料（税）賦課状況別の保険者数を集計したものである。

 ただし、平成20年度中に合併や広域化を行い、合併後に保険料（税）を賦課していない保険者は

 不均一賦課保険者とし、合併前の各地域ごとの保険料（税）賦課方式に基づき集計を行っている。

2　均一賦課保険者における被保険者数は3～2月の年度平均（老人保健受給対象者を除く。）である。

都道府県別・保険料（税）賦課状況（市町村、医療給付分、均一賦課）

（単位：万人）
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後期高齢者医療制度の保険料の算定方法について

◎ 後期高齢者医療制度は、個人単位で保険料を算定し、被保険者が納付義務を負う。

１．被保険者の均等割額及び所得割額を合算したものを保険料額とする。

被保険者の旧ただし書き所得
（総所得金額から基礎控除を除いたもの）

所得割率×均等割額

［３３万円］以下

［３３万円＋（２４．５万円×世帯主以外の被保険者数）］以下

［３３万円＋（３５万円×世帯に属する被保険者数）］以下 ２割軽減

５割軽減

８．５割軽減（※）

２．世帯主及び世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、均等割額に軽減を適用する。

年金受給者（６５歳以上）：年金収入－公的年金等控除－１５万円

給与所得者：給与収入－給与所得控除

世帯主及び世帯に
属する被保険者分を
合算した額

軽減基準所得

３．被保険者の所得に応じて、所得割額に軽減を適用する。

（7.88%）
（41,700円） （ ）内は平成２２・２３年度の全国平均値。

均等割の７割軽減を受ける世帯のうち、被保険者全員が、年金収入８０
万円以下（その他各種所得がない）の場合

９割軽減（※）

所得割を負担する方のうち、所得の低い方（具体的には年金収
入１５３万円から２１１万円まで）の場合

＋ ＝ 保険料額

被保険者の旧た
だし書き所得

所得割率× × ５割軽減

４．被用者保険の被扶養者であった方については、均等割額のみとし、当該均等割額に９割の軽減を適用する。

※ 施行当初は、「保険料の均等割；７割・５割・２割軽減」であったが、施行後の見直しにより、「保険料の均等割；９割・
８．５割・５割・２割軽減、所得割；５割軽減」となっている。

※ 当初、制度加入時から２年間の軽減措置（均等割５割軽減）を講じることとしていたが、施行前に、①平成２０年４月～９月の半年間は凍結し、
②平成２０年１０月～平成２１年３月の半年間は、均等割を「９割軽減」することとした。
また、平成２１年度以降においても、毎年、同措置の延長が必要。 22



本来
保険料

均等割
５割減

均等割
９割減

被用者保険の被扶養者の９割軽減措置の継続について

２０年１０月 ２１年４月 ２２年４月２０年４月

360億円

400億円 420億円

＜所要経費等＞

340億円

地方負担
（法律上の措置）

国庫負担
（予算上の措置）

２３年４月

520億円

274億円

23

【これまでの経緯】
○ 被用者保険の被扶養者であった方については、制度加入時から２年間の軽減措置（均等割５割軽減）に加えて、

・ 平成２０年４月～９月の半年間は凍結し、
・ 平成２０年１０月～平成２１年３月の半年間は、均等割を９割軽減した額とした。

○ 平成２１年４月から平成２２年３月までの１年間においても、同様に９割軽減の措置を継続。
○ 平成２２年度以降についても、同措置を延長するため、高齢者医療確保法を改正し、地方負担の期間を延長。

※ 被用者保険の被扶養者であった方の均等割の軽減（５割分）に対して行う地方負担の財源措置については、
法律上「加入後２年間」とされているが、これを削除し、当該財源措置を「当分の間」延長することとした。



後期高齢者医療制度の賦課限度額の設定の考え方について

所得水準と保険料賦課のイメージ

被保険者均等割

５０万円

約１．５％所得割
※賦課限度額を超える

所得がある方の割合
（２０年度推計値）

保
険
料
額

収入

○以下の理由により、後期高齢者医療制度の賦課限度額を５０万円と設定している。

・ 限度額を低く設定すればするほど、この傾きがきつくなり、中間所得層の負担が重くなる。

・ 限度額を高く設定すればするほど、この傾きが緩やかとなり、限度額に近い高所得者の負担が増え、
給付と保険料賦課額のバランスが悪くなる。

（参考） 後期高齢者医療制度において、年間保険料額が

上限（５０万円）に達する年収について

東京都・・・年金収入９，４１０，０００円

給与収入９，５３０，０００円

（所得割率６．５６％、均等割額３７，８００円）

福岡県・・・年金収入７，０５０，０００円

給与収入７，１２０，０００円

（所得割率９．２４％、均等割額５０，９３５円）

全国平均・・・年金収入８，３００，０００円

給与収入８，３８０，０００円

（所得割率７．６５％、均等割額４１，５００円）
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後期高齢者医療制度における不均一保険料率の特例について

平成２０・２１年度

3／6

平成２２・２３年度

4／6

平成２４・２５年度

5／6

4.0％

Ａ町 Ａ町 Ａ町

8.0％

9.0％

7.0％

Ａ町

10.0％10.0％均一保険料率

A町の老人医療給

付費をもとにした
保険料率

均一保険料率
との差が ３/６
以内になるよう
設定

均一保険料率
との差が ２/６
以内になるよう
設定

均一保険料率
との差が １/６
以内になるよう
設定

平成２６年度以降

◎医療費の地域格差の特例のイメージ （例：条例で定める期間を「６年」とした場合）

保険料率は、広域連合区域内均一を原則とするが、次の場合には、不均一の保険料率を設定することができる。

① 医療の確保が著しく困難である地域における特例（恒久措置：３地区）

無医地区及びこれに準じる地区においては、当該広域連合の均一保険料率、後期高齢者医療給付費等を勘案して、均一保険料率の５０％を下
回らない範囲内で、均一保険料率よりも低い保険料率を設定することができる。

② 医療費の地域格差の特例（経過措置：９７市町村）

施行前３年間の一人当たり老人医療給付費実績が広域連合区域全体の２０％以上低く乖離している市町村においては、施行後最長６年の範囲
内で広域連合の条例で定める期間、均一保険料率よりも低い保険料率を設定することができる。（下図参照）

※均一保険料との差額については、公費（国１／２、都道府県１／２）で負担する。

25



後期高齢者医療制度の平成２２年度及び２３年度の保険料率等について（１）

均等割額
（円）

所得割率
（％）

均等割額
（円）

所得割率
（％）

増加率
基礎年金
受給者

（年金収入79万円）

平均的な
厚生年金受給者
（年金収入201万円）

基礎年金
受給者

（年金収入79万円）

平均的な
厚生年金受給者
（年金収入201万円）

北海道 43,143 9.63 44,192 10.28 62,217 65,319 1.050 4,300 57,600 4,400 60,000

青森県 40,514 7.41 40,514 7.41 39,975 39,939 0.999 4,000 50,100 4,000 50,100

岩手県 35,800 6.62 35,800 6.62 38,270 38,342 1.002 3,500 44,500 3,500 44,500

宮城県 38,760 7.14 40,020 7.32 52,308 53,998 1.032 3,800 48,100 4,000 49,500

秋田県 38,426 7.12 38,925 7.18 37,108 38,110 1.027 3,800 47,800 3,800 48,300

山形県 37,300 6.85 38,400 7.12 38,782 40,678 1.049 3,700 46,200 3,800 47,800

福島県 40,000 7.45 40,000 7.60 45,083 45,473 1.009 4,000 49,800 4,000 50,200

茨城県 37,462 7.60 37,462 7.60 49,660 46,992 0.946 3,700 48,200 3,700 48,200

栃木県 37,800 7.14 37,800 7.18 48,939 48,886 0.999 3,700 47,300 3,700 47,400

群馬県 39,600 7.36 39,600 7.36 51,786 52,349 1.011 3,900 49,300 3,900 49,300

埼玉県 42,530 7.96 40,300 7.75 74,230 71,609 0.965 4,250 53,120 4,030 50,840

千葉県 37,400 7.12 37,400 7.29 64,279 64,909 1.010 3,700 47,000 3,700 47,400

東京都 37,800 6.56 37,800 7.18 84,274 88,439 1.049 3,700 45,900 3,700 47,400

神奈川県 39,860 7.45 39,260 7.42 85,890 85,724 0.998 3,980 49,760 3,920 49,210

新潟県 35,300 7.15 35,300 7.15 43,137 42,206 0.978 3,500 45,400 3,500 45,400

富山県 40,800 7.50 40,800 7.50 54,959 54,951 0.999 4,000 50,600 4,000 50,600

石川県 45,240 8.26 45,240 8.26 59,481 59,973 1.008 4,524 56,016 4,524 56,016

福井県 43,700 7.90 43,700 7.90 54,386 54,178 0.996 4,300 53,900 4,300 53,900

山梨県 38,710 7.28 38,710 7.28 46,325 46,195 0.997 3,870 48,440 3,870 48,440

長野県 35,787 6.53 36,225 6.89 45,770 48,023 1.049 3,500 44,300 3,600 45,500

岐阜県 39,310 7.39 39,310 7.39 54,576 55,162 1.011 3,900 49,100 3,900 49,100

静岡県 36,000 6.84 36,400 7.11 59,100 59,571 1.008 3,600 45,200 3,600 46,100

愛知県 40,175 7.43 41,844 7.85 73,998 77,658 1.049 4,000 49,900 4,100 52,300

三重県 36,758 6.79 36,800 6.83 49,321 50,102 1.016 3,675 45,702 3,680 45,832

滋賀県 38,175 6.85 38,645 7.18 54,369 56,103 1.032 3,817 46,980 3,864 48,148

収入別の保険料額の例
（年額：円）

平成21年度 平成22年度・23年度

均一保険料率
被保険者一人当たり保険料額

（年額：円）

平成20年度・21年度 平成22年度・23年度

平成21年度

平成22年度（見込額）
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均等割額
（円）

所得割率
（％）

均等割額
（円）

所得割率
（％）

増加率
基礎年金
受給者

（年金収入79万円）

平均的な
厚生年金受給者
（年金収入201万円）

基礎年金
受給者

（年金収入79万円）

平均的な
厚生年金受給者
（年金収入201万円）

京都府 45,110 8.29 44,410 8.68 70,665 70,969 1.004 4,511 55,984 4,441 56,360

大阪府 47,415 8.68 49,036 9.34 76,833 80,728 1.051 4,741 58,764 4,903 61,644

兵庫県 43,924 8.07 43,924 8.23 70,041 71,095 1.015 4,392 54,507 4,392 54,891

奈良県 39,900 7.50 40,800 7.70 62,202 63,881 1.027 3,900 49,900 4,000 51,100

和歌山県 43,375 7.92 42,649 7.91 50,196 50,196 1.000 4,300 53,700 4,200 53,100

鳥取県 41,592 7.75 40,773 7.71 48,097 47,569 0.989 4,100 51,800 4,000 51,100

島根県 39,670 7.35 39,670 7.35 43,067 43,342 1.006 3,960 49,370 3,960 49,370

岡山県 43,500 7.89 44,000 8.55 56,621 59,013 1.042 4,300 53,700 4,400 55,700

広島県 40,467 7.14 41,791 7.53 60,310 63,801 1.058 4,046 49,509 4,179 51,504

山口県 47,272 8.71 46,241 8.73 64,779 64,299 0.993 4,727 58,721 4,624 57,944

徳島県 40,774 7.43 43,990 8.03 44,913 48,391 1.077 4,000 50,400 4,300 54,400

香川県 47,700 8.98 47,200 8.81 63,540 63,422 0.998 4,700 59,700 4,700 58,900

愛媛県 41,659 7.85 41,227 7.84 49,801 49,779 0.999 4,160 52,160 4,120 51,790

高知県 48,569 8.88 48,931 8.94 52,331 53,106 1.015 4,856 60,167 4,893 60,600

福岡県 50,935 9.24 52,213 9.87 71,851 75,401 1.049 5,090 62,920 5,220 65,450

佐賀県 47,400 8.80 47,400 8.80 53,795 53,720 0.999 4,700 59,000 4,700 59,000

長崎県 42,400 7.80 42,400 7.80 49,334 49,496 1.003 4,200 52,600 4,200 52,600

熊本県 46,700 8.62 47,000 9.03 50,443 51,931 1.030 4,600 58,000 4,700 59,200

大分県 47,100 8.78 47,100 8.78 52,710 53,159 1.009 4,700 58,700 4,700 58,700

宮崎県 42,800 7.95 42,500 7.55 43,965 42,760 0.973 4,200 53,300 4,200 52,100

鹿児島県 45,900 8.63 45,900 8.63 44,215 44,488 1.006 4,500 57,400 4,500 57,400

沖縄県 48,440 8.80 48,440 8.80 52,510 52,964 1.009 4,844 59,872 4,844 59,872

全国 41,500 7.65 41,700 7.88 62,000 63,300 1.021 4,150 51,600 4,170 52,300

収入別の保険料額の例
（年額：円）

平成21年度 平成22年度・23年度

均一保険料率
被保険者一人当たり保険料額

（年額：円）

平成20年度・21年度 平成22年度・23年度

平成21年度

平成22年度（見込額）

後期高齢者医療制度の平成２２年度及び２３年度の保険料率等について（２）

○ 均一保険料率（均等割額及び所得割率）は、平成２２年度及び２３年度とも同じであるが、被保険者一人当たり保険料額は、被保険者の所得水準の変化等の影響を受
けることから、各年度において異なる額となる。このため、均一保険料率の据置き又は引下げを行った広域連合においても、被保険者一人当たり保険料額は増加してい
る場合がある。

○ 被保険者一人当たり保険料額は、保険料改定に係る条例改正案提出時における見込額であり、被保険者ごとの保険料額が確定する６月から７月時点の額とは異なる。
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国民健康保険料（税）の算定方法

◎ 国民健康保険は、世帯毎に保険料を算定し、世帯主が納付義務を負う。

１．各世帯の応能割額、応益割額を算定する（４方式） 他に所得割・均等割・平等割の３方式、所得割・均等割の２方式がある。

世帯の総所得金額等 所得割率×

世帯の固定資産税額 資産割率×

世帯の被保険者数 均等割額×

平等割額

応能割額

応益割額

［３３万円］以下

［３３万円＋（２４．５万円×世帯主以外の被保険者数）］以下

［３３万円＋（３５万円×世帯に属する被保険者数）］以下 ２割軽減

５割軽減

７割軽減

２．各世帯に属する被保険者の所得の合計額に応じて、応益割額に軽減を適用する。

年金受給者（６５歳以上）：年金収入－公的年金等控除－１５万円

給与所得者：給与収入－給与所得控除
世帯合算した額

軽減基準所得

３．各世帯の応能割額、応益割額（軽減適用後）を合算して、保険料総額を決定する。

応益割額（軽減適用後）＋ ＝

（7.35%）

（16,141円）

（27,376円）

（25,741円）

（ ）内は平成20年度の4方式の全国平均値。ただし資産割は定額として算定。

応能割額 保険料総額
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１．基礎控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式（旧ただし書方式／１,６６３保険者）

総所得金額 － 基礎控除 ＝
算定基礎

（旧ただし書き所得）

２．各種控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式（本文方式／１保険者 ※平成２２年度からは採用している保険者は無し）

※保険者数は平成２０年度末の数値

３．住民税額（注）を算定基礎とした保険料算定方式（住民税方式／３７保険者）

× ＝

３３万円

国民健康保険料（税）における所得割の算定基礎

（注１）算定基礎となる住民税額は以下３通り（上の模式図は①）

①市町村民税所得割額、②市町村民税額、③市町村民税及び道府県民税の合計額

（注２）所得に応じてそもそも住民税非課税となる場合がある。

総所得金額 － 基礎控除 ＝
算定基礎

（本文方式所得）－ 所得控除

総所得金額 － 基礎控除 － 所得控除 住民税率 － 税額控除
算定基礎

（住民税方式所得）

※ 住民税非課税世帯は所得をゼロとして、保険料は賦課しない保険料算定方式（算定特例方式／１保険者）

○ 国民健康保険料（税）の所得割算定方式は７通りある。
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国民健康保険料（税）の軽減等について

保
険
料
（税
）額

７割軽減
５割

２割

夫の年金収入

応能分（５０％）
（所得割・資産割）

応益分（５０％）
（被保険者均等割・世帯別平等割）

１５３万円

１６８万円 １９２．５万円 ２３８万円

（注） 年金受給者（65歳以上）＋配偶者（年79.2万円）の2人世帯の場合
（基礎控除後の総所得金額を算定基礎とした保険料算定方式（旧ただし書方式））

○ 市町村（保険者）は、国民健康保険の給付費の約50%を被保険者が負担する国民健康保険料（税）により賄うこととされている。

○ 国民健康保険の保険料（税）については、被保険者の保険料負担能力に応じて賦課される応能分（所得割、資産割）と、受益に応じて等しく被保

険者に賦課される応益分（被保険者均等割、世帯別平等割）から構成される。

○ 低所得等の事情のある被保険者については、応益分を軽減（ 7割、5割、2割）する制度を設けている。
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② 保険料（税）を減額賦課する際、応益割合にかかわらず７・５・２割軽減を可能とする。

① 保険料（税）の保険料賦課限度額を４万円引き上げる。

市町村の実情に応じた保険料（税）の設定

保険料（税）額

７割軽減
５割

２割 応益保険料（税）：被保険者均等割、世帯別平等割

応能保険料（税）：所得割、資産割

所得

中間所得者層の被保険者の負担に配慮

上限額５９万円（見直し前）

上限額６３万円（見直し後）

① 賦課限度額を４万円（基礎賦課額３万円、
高齢者支援金等賦課額１万円）引上げ

② 保険者の判断により応能・応益
割合を設定した上、７・５・２割軽
減を行うことが可能となる。

【従前】応益割合に対応する軽減割合

35%未満 35～45% 45～55% 55%以上

５割軽減 ６割軽減 ７割軽減 ６割軽減

３割軽減 ４割軽減 ５割軽減 ４割軽減

２割軽減

保険税では、地方税法を改正。保険料では、国保法施行令を改正

平成２２年度における市町村国保の保険料（税）の見直し

【平成２２年４月施行】
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国民健康保険料（税）の保険料の上限額の設定について

○ 現行の国民健康保険料（税）の賦課上限については、
① 基礎賦課額（医療給付費を賄うためのもの） ４７万円
② 高齢者支援金等賦課額（後期高齢者支援金等を賄うためのもの） １２万円
を合わせて、５９万円としていたところ。

○ これまで賦課上限を、毎年度見直し、必要に応じて引き上げてきたところであるが、厳しい経済情勢
が続くなか、被保険者の所得の伸びが見込まれず、これまでどおり、賦課上限額を超える世帯が全体
の４％となるように設定していると、中間所得者層の負担が重くなること等を考慮し、平成２２年度から
① 基礎賦課額 ５０万円（３万円引き上げ）
② 高齢者支援金等賦課額 １３万円（１万円引き上げ）
を合わせて、６３万円とすることとした。
※ 保険料が賦課上限額に達する収入は、単身世帯の場合、給与収入のみ：１，０１７万円、 年金収入のみ：１，００１万円となる。

４方式を採用する市町村国保における以下の平成２０年度の保険料率の全国平均値から試算。
（均等割額：２７，３７６円 平等割額：２５，７４１円 所得割率：７．３５％ 資産割額：１６，１４１円）

被用者保険の保険料に係る標準報酬月額等の上限の設定について

○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる標準報酬月額については、被保険者全体に占める標準報酬
月額等級の上限に該当する被保険者の割合が１％となるよう、その上限については、報酬月額が１，１
７５千円以上の場合に１，２１０千円としている。

○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる賞与の賦課上限額については、
標準報酬月額の上限(１，２１０千円)×４．４６ヶ月（平成１７年度人事院勧告において比較対象としている民間の年間賞与月数）

を基に、５４０万円としている。

※ 考えられる保険料の上限額は以下のとおり。（事業主負担分を含む）
標準報酬月額及び賞与の上限額 × 協会けんぽの保険料率（平成２２年度）

（１，２１０千円×１２ヶ月＋５，４００千円） × ９．３４％ ＝ 約１８６万円 32



○ 介護保険の給付費の50%を、65歳以上の高齢者と40歳～64歳の者の人口比で按分し、市町村（保険者）は、
その約20%を高齢者に個人単位で課した介護保険料により賄う。

○ 介護保険料は、低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税の課税状況等
に応じて段階別に設定されている。（標準は６段階）

第1段階

生活保護受給者

第2段階

世帯全員が市町
村民税非課税

かつ本人年金収
入80万円以下等

第3段階

世帯全員が市町
村民税非課税

かつ本人年金収
入80万円超等

第4段階

本人が市町村
民税非課税

（世帯に課税者
がいる）

第5段階

市町村民税課税
かつ基準所得金
額200万円未満

第6段階

市町村民税課税
かつ基準所得金
額200万円以上

収入

（保険料基準額×）

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 第5段階 第6段階

市町村民税本人課税市町村民税本人非課税

0.5

0.75

1.0

1.25

1.5

介護保険料（第１号保険料）について

※ Ｈ21～23年度の保険料の全国平均額（月額）は、4,160円となっている。
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保険料収納率の差により生じる保険料の格差について（見込み）
○ 新制度の保険料は、都道府県単位の標準（基準）保険料率を基に、各市町村が収納状況を勘案して設定する仕組みと
することにより、市町村ごとの保険料率に差が生じることとなるが、各都道府県の乖離幅の平均は２％程度にとどまる
ことが見込まれる。

（注１）東京都は、市町村における保険料の未収分を市町村の一般会計から補填しているため、実質的には１００％の収納率となる。
（注２）北海道及び東京都における最小収納率は、被保険者数が少ない村における高額所得者の滞納といった特殊な要因によるもの。仮にこうした特殊な要因を

有する村を除いた場合、最小収納率は９５％程度となる。
（※）全国平均欄の「市町村単位の最大(最小)収納率」は、各都道府県において収納率が最大(最小)の各市町村の、保険料収納額の合計を保険料調定額の合計

で除したもの。 34

広域連合
都道府県単位の

平均収納率
（ａ）

市町村単位の
最大収納率

（ｂ）

市町村単位の
最小収納率

（ｃ）

収納率の格差
（ｂ）/（ｃ）

平均収納率と
最大収納率との

格差
（ａ）/（ｂ）

平均収納率と
最小収納率との

格差
（ａ）/（ｃ）

広域連合
都道府県単位の

平均収納率
（ａ）

市町村単位の
最大収納率

（ｂ）

市町村単位の
最小収納率

（ｃ）

収納率の格差
（ｂ）/（ｃ）

平均収納率と
最大収納率との

格差
（ａ）/（ｂ）

平均収納率と
最小収納率との

格差
（ａ）/（ｃ）

北海道 98.89% 100.00% 82.32% 1.2147 0.9889 1.2012 滋賀県 99.41% 100.00% 99.07% 1.0094 0.9941 1.0034 

青森県 98.83% 100.00% 96.71% 1.0340 0.9883 1.0219 京都府 98.94% 99.79% 98.38% 1.0143 0.9915 1.0057 

岩手県 99.20% 100.00% 97.85% 1.0219 0.9920 1.0138 大阪府 98.39% 99.64% 97.22% 1.0249 0.9874 1.0120 

宮城県 98.63% 100.00% 97.98% 1.0206 0.9863 1.0066 兵庫県 98.87% 99.89% 98.39% 1.0152 0.9898 1.0049 

秋田県 99.16% 100.00% 98.64% 1.0138 0.9916 1.0053 奈良県 98.96% 100.00% 96.56% 1.0357 0.9896 1.0249 

山形県 99.36% 100.00% 98.73% 1.0129 0.9936 1.0064 和歌山県 98.71% 99.93% 96.23% 1.0384 0.9878 1.0258 

福島県 98.86% 100.00% 96.40% 1.0373 0.9886 1.0255 鳥取県 99.28% 100.00% 98.60% 1.0142 0.9928 1.0069 

茨城県 98.87% 99.80% 98.10% 1.0173 0.9907 1.0079 島根県 99.54% 100.00% 99.21% 1.0079 0.9954 1.0033 

栃木県 98.83% 99.81% 97.81% 1.0205 0.9902 1.0104 岡山県 99.01% 100.00% 98.70% 1.0132 0.9901 1.0032 

群馬県 99.18% 100.00% 98.08% 1.0196 0.9918 1.0112 広島県 99.17% 100.00% 98.90% 1.0111 0.9917 1.0027 

埼玉県 98.62% 100.00% 96.67% 1.0344 0.9862 1.0201 山口県 98.98% 100.00% 98.50% 1.0152 0.9898 1.0049 

千葉県 98.74% 99.87% 96.78% 1.0319 0.9886 1.0202 徳島県 98.71% 100.00% 97.89% 1.0215 0.9871 1.0083 

東京都
97.84%

(100.00%)
100.00% 80.34% 1.2446 0.9784 1.2178 香川県 99.29% 100.00% 98.89% 1.0112 0.9929 1.0040 

神奈川県 98.76% 99.99% 97.93% 1.0209 0.9877 1.0084 愛媛県 99.08% 99.97% 98.69% 1.0130 0.9911 1.0039 

新潟県 99.35% 100.00% 98.79% 1.0123 0.9935 1.0057 高知県 98.87% 100.00% 98.02% 1.0202 0.9887 1.0087 

富山県 99.07% 99.97% 98.64% 1.0135 0.9910 1.0044 福岡県 98.60% 100.00% 97.98% 1.0206 0.9860 1.0063 

石川県 99.28% 100.00% 98.09% 1.0194 0.9928 1.0121 佐賀県 99.06% 99.81% 98.60% 1.0122 0.9925 1.0046 

福井県 98.89% 100.00% 98.24% 1.0180 0.9889 1.0067 長崎県 99.17% 100.00% 98.05% 1.0199 0.9917 1.0115 

山梨県 98.61% 100.00% 95.28% 1.0496 0.9861 1.0350 熊本県 98.80% 100.00% 98.13% 1.0191 0.9880 1.0069 

長野県 99.31% 100.00% 97.46% 1.0260 0.9931 1.0190 大分県 98.97% 99.66% 97.39% 1.0233 0.9930 1.0162 

岐阜県 99.19% 100.00% 98.05% 1.0199 0.9919 1.0116 宮崎県 98.76% 100.00% 96.56% 1.0357 0.9876 1.0228 

静岡県 98.71% 99.95% 97.90% 1.0209 0.9876 1.0082 鹿児島県 99.02% 100.00% 93.72% 1.0670 0.9902 1.0566 

愛知県 99.11% 99.99% 97.48% 1.0257 0.9912 1.0167 沖縄県 96.27% 100.00% 90.65% 1.1031 0.9627 1.0620 

三重県 98.91% 100.00% 97.98% 1.0206 0.9891 1.0095 全国(※) 98.75% 99.95% 98.17% 1.0182 0.9879 1.0059 

（平成20年度保険料納期別収納状況調査）



保険料収納率の差により生じる保険料の格差について（見込み）
○ 新制度の保険料は、都道府県単位の標準（基準）保険料率を基に、各市町村が収納状況を勘案して設定する仕組みと
することにより、市町村ごとの保険料率に差が生じることとなるが、全国における乖離幅の単純平均は２％程度にとど
まることが見込まれる。

（注１）東京都は、市町村における保険料の未収分を市町村の一般会計から補填しているため、実質的には１００％の収納率となる。
（注２）北海道及び東京都における最小収納率は、被保険者数が少ない村における高額所得者の滞納といった特殊な要因によるもの。仮にこうした特殊な要因を

有する村を除いた場合、最小収納率は９５％程度となる。 35

広域連合
都道府県単位の

平均収納率
（ａ）

市町村単位の
最大収納率

（ｂ）

市町村単位の
最小収納率

（ｃ）

収納率の格差
（ｂ）/（ｃ）

平均収納率と
最大収納率との

格差
（ａ）/（ｂ）

平均収納率と
最小収納率との

格差
（ａ）/（ｃ）

広域連合
都道府県単位の

平均収納率
（ａ）

市町村単位の
最大収納率

（ｂ）

市町村単位の
最小収納率

（ｃ）

収納率の格差
（ｂ）/（ｃ）

平均収納率と
最大収納率との

格差
（ａ）/（ｂ）

平均収納率と
最小収納率との

格差
（ａ）/（ｃ）

北海道 98.89% 100.00% 82.32% 1.2147 0.9889 1.2012 滋賀県 99.41% 100.00% 99.07% 1.0094 0.9941 1.0034 

青森県 98.83% 100.00% 96.71% 1.0340 0.9883 1.0219 京都府 98.94% 99.79% 98.38% 1.0143 0.9915 1.0057 

岩手県 99.20% 100.00% 97.85% 1.0219 0.9920 1.0138 大阪府 98.39% 99.64% 97.22% 1.0249 0.9874 1.0120 

宮城県 98.63% 100.00% 97.98% 1.0206 0.9863 1.0066 兵庫県 98.87% 99.89% 98.39% 1.0152 0.9898 1.0049 

秋田県 99.16% 100.00% 98.64% 1.0138 0.9916 1.0053 奈良県 98.96% 100.00% 96.56% 1.0357 0.9896 1.0249 

山形県 99.36% 100.00% 98.73% 1.0129 0.9936 1.0064 和歌山県 98.71% 99.93% 96.23% 1.0384 0.9878 1.0258 

福島県 98.86% 100.00% 96.40% 1.0373 0.9886 1.0255 鳥取県 99.28% 100.00% 98.60% 1.0142 0.9928 1.0069 

茨城県 98.87% 99.80% 98.10% 1.0173 0.9907 1.0079 島根県 99.54% 100.00% 99.21% 1.0079 0.9954 1.0033 

栃木県 98.83% 99.81% 97.81% 1.0205 0.9902 1.0104 岡山県 99.01% 100.00% 98.70% 1.0132 0.9901 1.0032 

群馬県 99.18% 100.00% 98.08% 1.0196 0.9918 1.0112 広島県 99.17% 100.00% 98.90% 1.0111 0.9917 1.0027 

埼玉県 98.62% 100.00% 96.67% 1.0344 0.9862 1.0201 山口県 98.98% 100.00% 98.50% 1.0152 0.9898 1.0049 

千葉県 98.74% 99.87% 96.78% 1.0319 0.9886 1.0202 徳島県 98.71% 100.00% 97.89% 1.0215 0.9871 1.0083 

東京都
97.84%

(100.00%)
100.00% 80.34% 1.2446 0.9784 1.2178 香川県 99.29% 100.00% 98.89% 1.0112 0.9929 1.0040 

神奈川県 98.76% 99.99% 97.93% 1.0209 0.9877 1.0084 愛媛県 99.08% 99.97% 98.69% 1.0130 0.9911 1.0039 

新潟県 99.35% 100.00% 98.79% 1.0123 0.9935 1.0057 高知県 98.87% 100.00% 98.02% 1.0202 0.9887 1.0087 

富山県 99.07% 99.97% 98.64% 1.0135 0.9910 1.0044 福岡県 98.60% 100.00% 97.98% 1.0206 0.9860 1.0063 

石川県 99.28% 100.00% 98.09% 1.0194 0.9928 1.0121 佐賀県 99.06% 99.81% 98.60% 1.0122 0.9925 1.0046 

福井県 98.89% 100.00% 98.24% 1.0180 0.9889 1.0067 長崎県 99.17% 100.00% 98.05% 1.0199 0.9917 1.0115 

山梨県 98.61% 100.00% 95.28% 1.0496 0.9861 1.0350 熊本県 98.80% 100.00% 98.13% 1.0191 0.9880 1.0069 

長野県 99.31% 100.00% 97.46% 1.0260 0.9931 1.0190 大分県 98.97% 99.66% 97.39% 1.0233 0.9930 1.0162 

岐阜県 99.19% 100.00% 98.05% 1.0199 0.9919 1.0116 宮崎県 98.76% 100.00% 96.56% 1.0357 0.9876 1.0228 

静岡県 98.71% 99.95% 97.90% 1.0209 0.9876 1.0082 鹿児島県 99.02% 100.00% 93.72% 1.0670 0.9902 1.0566 

愛知県 99.11% 99.99% 97.48% 1.0257 0.9912 1.0167 沖縄県 96.27% 100.00% 90.65% 1.1031 0.9627 1.0620 

三重県 98.91% 100.00% 97.98% 1.0206 0.9891 1.0095 (平成20年度保険料納期別収納状況調査）



後期高齢者医療制度の保険料の年金からの支払いについて

１ 年金からの支払い（天引き）の仕組み
・２ヶ月毎の年金支給の際に、公的年金から、２ヶ月分の保険料を引き落とし
・平成１２年に介護保険において保険料の年金からの支払いを導入
※ 年金からの支払いの主な理由

① 被保険者の皆様に、個別に金融機関等の窓口でお支払いいただくなどの手間をおか
けしない

② 保険料の徴収に係る行政の余分なコストを省く

２ 年金からの支払いの対象者

①公的年金の年額が１８万以上であり、かつ、②介護保険料と合算した保険料額が年金額の
１／２を超えない方
※ ７５歳以上の高齢者の約８割が対象

３ 保険料の口座振替
原則として、全ての方について、平成２１年４月から、口座振替と年金からの支払いとの選択により、保

険料の納付をできるようにした。

※平成２２年４月；年金からの支払い件数 約１,０７７万件、口座振替へ切り替えた件数 約７５万件（平成２０年１０月からの累計）
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国民健康保険料（税）の年金からのお支払いについて

○ 国民健康保険における特別徴収対象者

国民健康保険では、原則として、平成２０年４月より、世帯内の国民健康保険の被保険者が、世帯主の方

も含めて全員、６５歳から７４歳までだけの世帯の世帯主の方の受給している年金から、保険料をお支払い

いただく仕組みを導入しているところ。

＜特別徴収・普通徴収の判定例＞

【例１】 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６８歳の場合 → 特別徴収
【例２】 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６３歳の場合 → 普通徴収
【例３】 世帯主（後期）７８歳、妻（国保）６８歳の場合 → 普通徴収
【例４】 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６８歳、子（社保）４０歳の場合 → 特別徴収

また、後期高齢者医療制度と同様、

① 年金額が年額１８万円（月額１万５千円）未満の場合

② 介護保険料とあわせた保険料（税）額が年金額の１／２を超える場合

は、年金からの徴収の対象としない取扱いとしているところ。
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○ 保険料の口座振替
原則として、全ての方について、平成２１年４月から、口座振替と年金からの支払いとの選択により、保険

料の納付をできるようにした。

※平成２２年４月；年金からの支払い件数 約１７４万件、口座振替へ切り替えた件数 約５１万件（平成２０年１０月からの累計）
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